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DXも、カーボンニュートラルも、事業再構築も、事業承継も。
経営のことはチームＫＩＰとカイケツ！
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KIPの経営アシスト一覧

あなたの

を

経営相談
●さまざまな課題やお悩みに、中小企業診断士、弁
護士、税理士、社会保険労務士、行政書士や知財
の専門家などが「対面」「電話」「メール」「オンライ
ン会議システム」などご希望に合わせて無料で相
談対応します
●起業や海外展開、人材
採用、BCP策定、広報・
ブランディング、休廃
業に関することなども
ご相談ください

〇〇
したい！

設備投資
●割賦販売またはリースします
　経営革新、創業に必要な設備、DXに必要
なハードウエアやソフトウエア、カーボン
ニュートラルに対応していくための省エネ
設備など

カーボンニュートラル支援
中小企業のカーボンニュートラルや脱炭素化に向けた「脱炭素経営」につい
て、環境面と経営面から最適な支援を提供します
●カーボンニュートラル支援アドバイザーを無料で派遣（最大３回まで）
●実行計画の策定支援　　●国・県等への申請サポート　　●省エネ・再エネ設備導入についてのご提案

DX支援
中小企業のデジタル化・DXの推進に向けて、課題整理から必要な機器、システム等の導入・活用、フォローまで支援します
●DX支援アドバイザーによる総合支援　　●小規模事業者向け相談会の開催、専門家派遣
●関係機関との連携セミナー・研修等によるDX人材育成支援

経営総合
相談窓口
気軽に経営の相談に立ち寄ってい
ただける、明るい窓口でお迎えし
ます。開放的なコミュニティスペー
スと、プライバシーに配慮した個
室をご用意。Web相談室ではオン
ライン面談にも対応しています

取引拡大（国内外）
●広域の合同商談会・リアル商談会・
オンライン商談会などで取引先拡大
を支援します。食品バイヤーとサプ
ライヤーのマッチングも実施します

●首都圏最大級の製品・技術見本市を
開催し、情報発信・交流の場を提供します

●取引あっせん（ビジネスマッチング）により、貴社の受注、協力
企業探しをバックアップします

●オンライン商談ルームにより、常時、商談の機会を提供します
●海外進出や取引についてのアドバイスやFS（事業可能性調査）
計画作成をサポートします

●国内・海外展示会の出展経費を一部助成します

人材確保・育成
●企業ニーズに合わせた人材マッチングを
サポートします

●研修・セミナーで人材育成をサポートし
ます

承継、収益力改善・
事業再生

●親族内承継からM&Aまで、さまざまな形態に
ついて支援しています

●収益力改善・経営改善、事業再生、再チャレンジ、
経営者保証解除支援をサポートしますKIPと

創業・新事業
●ビジネスコンテスト「か
ながわビジネスオーディ
ション」で創造的・革新
的な事業プランの実現を
サポートします
●インキュベート施設で創
業前のビジネス検討段階
から創業後のビジネス実
現まで伴走支援します

自動車部品サプライヤー支援
自動車部品サプライヤーが次世代自動車に対応していくために、自動車メー
カー等出身のコーディネーターが伴走支援します
●専門的な相談には、専門家を無料で派遣（最大５回まで）
●セミナーにより最新情報を提供
●展示会・商談会による販路開拓、情報収集の場の提供
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とにかく知りたい・相談したい
どこに相談したら
よいかわからない ▶

総合相談窓口
課題を抽出し企業さまとともに解決策を探ります

（法律に関すること、知的財産権、インボイス制度、
就業規則等の相談にも対応）

経営総合相談課
TEL 045（633）5200

専門家（中小企業診断士、
弁護士、税理士、社会保険
労務士等）に相談したい

▶
資金繰り、資金調達を
相談したい ▶
デジタル化の取り組みを
相談したい ▶
補助金、助成金について
知りたい ▶
カーボンニュートラル、
SDGsについて知りたい ▶
売上拡大や経営改善に
取り組みたい ▶ よろず支援拠点

経営上のあらゆるお悩みの相談に応じています
神奈川県よろず支援拠点
TEL 045（633）5071

取引上のトラブルなどに
関する相談 ▶

下請かけこみ寺
企業同士の取引上のトラブル解決に向けた相談や
取引適正化のための情報提供を行います

下請けかけこみ寺
TEL 0120（418）618

具体的な課題を解決したい（伴走支援を希望）

専門家の力を借りたい ▶
専門家派遣事業
企業経営の未病改善アドバイザー派遣、経営アドバイザー派遣

（有料）で専門家を派遣し、課題の解決に向けて伴走支援します

経営総合相談課　
TEL 045（633）5200

カーボンニュートラルに
取り組みたい ▶

カーボンニュートラル支援アドバイザー
専門知識を持つアドバイザーが、国や県の支援施策や、今後の
経営に必要となるカーボンニュートラルやSDGs経営の取り組み
を支援します

DXに取り組みたい ▶
・DX支援アドバイザー
　 生産性向上に向けたIT活用やデジタル化に精通したアドバイ

ザーが、課題整理から必要な機器、システム等の導入、活用、
フォローまで支援します

・IT機器、システム導入支援

売上拡大や経営改善に
取り組みたい ▶ よろず支援拠点

経営の専門家が課題に応じてチームを組んで支援します
神奈川県よろず支援拠点
TEL 045（633）5071

国や県等の施策を活用したい
制度融資を申し込みたい ▶

総合相談窓口
専任のスタッフが、経営革新計画、BCP、各種補助金・助成金 
の申請にあたっての事前相談に対応するとともに、必要な事業 
計画書の作成を支援します

経営総合相談課
TEL 045（633）5200

経営革新計画書を
作成したい ▶
事業継続計画（BCP）を 
策定したい ▶
補助金、助成金を
活用したい ▶

経営相談
創業や新事業に
興味がある、創業したい ▶ 創業セミナー、相談・交流会

創業・新事業に関するさまざまなイベントを提供します

創業新事業課
TEL 045（633）5203

新たな事業プランへの
アドバイスがほしい ▶ 事業実現サポーター

計画段階から事業実現までサポートします

創業間もないため、
寄り添ってほしい ▶

インキュベート施設
低廉な価格で事業スペースを提供するとともに、事業計画の
ブラッシュアップ、入居者交流会等のイベントを行います

ビジネスコンテストに
出たい ▶ かながわビジネスオーディション

情報発信の場の提供や事業実施前後を通じて一貫支援します

創業・新事業

設備投資したい ▶
設備貸与事業
経営革新や創業に必要な設備をKIPが購入し、
割賦販売またはリースします

設備支援課
TEL 045（633）5066

創業に必要な設備を
入れたい ▶
省エネ設備を導入したい ▶
デジタル技術を取り入れる
ための設備を導入したい ▶

設備投資

KIPはチームであなたをアシストしています
県内初の設備導入を行った　

BCP対策にもなる自家給油施設を導入。燃料費の削減設備導入支援

導入設備について認定支援機関であるKIPが確認書を発行。
固定資産税が３年間、1/2に軽減先端設備等導入計画

「県燃料高騰対応支援金」の情報提供補助金に関する情報提供

事例１

事例２

運送サービス業 Ｋさま

ビジネスコンテストをきっかけに事業を加速した

工作機械を増設。生産性の向上設備導入支援

B to Cの新製品開発。メディアにも多数取り上げられヒット商品となる未病経営など
KIPのアドバイザー派遣

令和５年度神奈川県優良工場の表彰を受ける神奈川県表彰事業への推薦

かながわビジネスオーディション事業計画のブラッシュアップ創業新事業支援

SNS等含めた情報発信が得意な人材を、副業兼業人材として活用。
新たな販路を開拓プロ人材活用で課題解決

金属加工業 Aさま
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取引先を探したい

協力先を探している ▶
取引あっせん（ビジネスマッチング）
ものづくり現場の経験豊富な専門家やKIP職員が、事前登録制に
より取引先の紹介を行っています

取引振興課
TEL 045（633）5067

KIP県央支所
TEL 046（292）0322

仕事を
出したい・受けたい ▶

受・発注商談会
広域の合同商談会・リアル商談会・オンライン商談会などで
取引先拡大を支援します

新技術オーダーメイド商談会
大手・中堅企業の新規性の高い案件ニーズに個別に対応するオー
ダーメイド型の商談会を開催します

オンラインで商談したい ▶
オンライン商談ルーム
販路開拓・売上拡大に向けて、オンラインを活用した
営業スタイルへの転換を伴走支援します

自社技術・サービスをアピールしたい

自社の強みを再検討し、
商談の場に臨みたい ▶

商談会前後のフォローアップ
営業力を強化するセミナーを開催し、商談でのPR力向上を
支援します

取引振興課
TEL 045（633）5067

神奈川県よろず支援拠点
TEL 045（633）5071

展示会に出展したい ▶
テクニカルショウヨコハマ
工業技術見本市を２月にパシフィコ横浜とオンラインで開催し
ます

取引振興課
TEL 045（633）5170

新たなビジネス
チャンスを開拓をしたい ▶

KIP会ビジネス・チャンス開拓研究会 有料
中小企業の経営者が販路開拓を目的として、1999年に立ち上げ
た会員組織です。バイヤー向けガイドブックの作成、テクニカ
ルショウヨコハマへの共同出展など、販路拡大につながる活動
を実施しています

取引振興課
TEL 045（633）5067

KIP会事務局
TEL 045（633）5149

展示会に共同出展したい ▶
展示会出展の支援
県外の大規模展示会等に共同出展ブースを確保し、販路開拓の
場を提供します

取引振興課
TEL 045（633）5170

海外取引したい
海外取引について
相談したい ▶

国際化支援専門員
製造業、食品・酒類他、さまざまな業種の海外進出や取引に関す
る相談（輸出入手続、規制・規格、契約など）にお応えします

国際課
TEL 045（633）5126

海外取引についてまずは
知りたい、調べたい ▶

国別・テーマ別勉強会
海外展開を考えるための参考に、国別・テーマ別の勉強会を実
施します

海外視察（調査）ミッション
海外への投資環境等調査ミッション派遣を実施します

海外進出の可能性や
リスクを把握したい ▶

FS（事業可能性調査）計画作成セミナー、個別相談
国際化支援専門員が計画作成を伴走支援するとともにFSセミ
ナー基礎編・応用編を開催します

海外特許出願したい ▶ 外国特許出願費用の一部助成
外国特許等出願に要する経費の一部を助成します

取引拡大（国内外） 海外展示会に出て
PRしたい

海外展示会・商談会
ASEAN地域や中国、ヨーロッパや北米における海外展示会出展
に要する経費の一部を助成します。また、ASEAN地域の商談会
に共同出展します

国際課
TEL 045（633）5126

中国へ進出したい
大連事務所
中国での展示会出展や中国企業との商談機会創出を通じて、 中国
ビジネス展開をきめ細かく支援します

大連事務所
TEL +86-411-8230-1906

常時雇用したい ▶ プロ人材の確保支援
“攻めの経営”に必要な人材活用を支援します 神奈川県プロ人材

活用センター
TEL 045（633）5008社内課題解決のための

人材がほしい ▶
副業・兼業人材マッチング
プロジェクト管理・デジタル化人材の“雇用しない”人材活用を支援
します

人材育成 ▶ 研修・セミナーの開催
研修などを開催し、中小企業が必要とする人材育成を支援します

経営総合相談課
TEL 045（633）5200

人材支援

事業承継を考え始めた ▶
事業承継支援
専任のスタッフが最適な事業承継プランを策定し、 実行をサポー
トします

神奈川県事業承継・
引継ぎ支援センター
TEL 045（633）5061

過剰債務に陥る前に
経営改善の相談をしたい

▶
収益力改善支援
専任のスタッフが収益力改善アクションプラン、 収支・資金繰り計
画の策定を支援します

神奈川県
中小企業活性化協議会
TEL 045（633）5143

（早期）経営改善計画
支援については
TEL 045（633）5148

▶
早期経営改善計画策定支援
国が認定する専門家の支援を受けて策定する、返済緩和・条件 
変更等の金融支援を盛り込まない基本的な内容の経営改善計画 
に要する費用の一部を支援します

事業を継続しつつ
金融支援を得て
立て直しを図りたい

▶
経営改善計画策定支援
国が認定する専門家の支援を受けて策定する計画に要する費用 
の一部を支援します

▶
事業再生支援
専門家の助けを借りて、債権放棄や第二会社方式などの抜本的な
再生手法を含む再生計画の策定を支援します

収益力の改善や事業再生
等が見込めないので、自
己の保証債務の整理につ
いて相談をしたい

▶
再チャレンジ支援
弁護士等の専門家が、「円滑な廃業」や「経営者・保証人の再スター
ト」に向けて必要となる保証債務の整理などについて支援します

事業承継、収益力改善・事業再生

海外

再生承継
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令和６年度県産業労働局主要事業の紹介
新かながわグランドデザインの実現に向けて

中小企業者等が融資を受ける際の資産評価費用に対して補
助する。

⑦商店街等活性化促進事業費補助� 9,577万円
　地域コミュニティの核として重要な役割を果たしている
商店街の「稼ぐ力」の回復により商店街の活性化を図るた
め、商店街が実施する商品券発行事業に対して補助する。

⑧事業承継事業費補助� 5,000万円
　やむを得ない廃業等による経営資源の喪失を防ぐため、
第三者への事業承継に係る従業員の継続雇用や専門家と連
携した取り組みに要する経費等に対して補助する。

⑨ 外国人労働者の受入環境整備の促進� 1,475万円
　外国人労働者が働きやすい職場環境の整備を促進するた
め、就業規則の多言語化等に取り組む中小企業に対して奨
励金を交付するほか、外国人労働者を対象とする日本語教
室を開催する。また、外国人留学生等の採用を検討してい
る企業向けの相談窓口を設置する。

⑩ リスキリング人材育成事業費� �　１億3,000万円
　DXを活用した経営改善を図るため、企業の経営課題を
把握した上で、従業員のスキルに合わせた最適な学習カリ
キュラムを策定し、中小企業のリスキリングを支援する。

⑪プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業費� 3,620万円
　中小企業等の事業革新を促進するため､ ｢神奈川県プロ
人材活用センター｣において、企業に必要な専門的知識・
ノウハウを持った人材の採用をサポートする。

⑫大型等運転免許取得促進事業費�
　【５年度12月補正予算】　� （8,554万円）
　「物流の2024年問題」への対応が遅れている貨物運送業
界を支援するため、従業員にトラックの運転免許を取得さ
せた中小貨物運送事業者に対して奨励金を交付する。

⑬ 職場環境整備促進事業費� １億7,760万円
　ワーク・ライフ・バランスを推進するため、仕事と育児・

Ⅰ　中小企業支援パッケージによる地域経済の活性化

【エネルギーを使う工夫】
① 中小企業生産性向上促進事業費補助� 42億5,062万円
　物価高騰や深刻な人手不足など厳しい環境にある中小企
業を支援し、「稼ぐ力」の安定・強化を図るため、生産性
向上に資する設備導入等に対して補助する。

② 小規模事業者デジタル化支援事業費補助�
� ��１億1,030万円
　人手不足が深刻化する小規模事業者の生産性向上や販路
拡大を図るため、デジタル化に向けた設備やシステム導入
等に対して補助するとともに、専門家による支援を行う。

③ 産業技術総合研究所交付金（生成AI活用促進事業）� 2,600万円
　労働力不足の解消に向けて、人材育成支援や専門家派遣、
製品化・事業化支援により、製造業における生成AI等の
活用促進に取り組む地方独立行政法人神奈川県立産業技術
総合研究所に対し、運営費を交付する。

④一部 信用保証事業費補助� 　　１億9,116万円
　【５年度12月補正予算】� （８億4,615万円）
　中小企業制度融資を利用する中小企業者等の負担を軽減
するため、「小口零細企業保証資金」にミニ枠を設け、融
資を受ける際の信用保証料に対して新たに補助するなど、
神奈川県信用保証協会が行う保証料引下げに要する経費に
対して補助する。

⑤小規模企業者等設備貸与事業資金貸付金� ５億円
　公益財団法人神奈川産業振興センターが実施する割賦販
売又は設備リースに要する資金を貸し付けることにより､
経営革新に取り組む県内小規模企業者等の設備投資を支援
する｡

⑥ 脱炭素促進資産評価事業費補助（エコアセットかながわ）
� 3,500万円
　脱炭素社会の実現に取り組むとともに、中小企業者等の
資金調達の円滑化・多様化を図るため、脱炭素に取り組む

県の令和６年度当初予算は、新かながわグランドデザインに掲げる施策を着実に推進するため、人
口減少社会における子ども・子育てへの支援や2050年脱炭素社会の実現に向けた取り組みを進めるな
ど、喫緊の課題に対応するための予算として編成しました。
産業労働局では、中小企業の「稼ぐ力」の安定・強化を図るための総合的なパッケージによる支援や、

ロボット産業の更なる成長や企業誘致の促進による産業競争力の強化、労働施策の推進など、総額295
億4,666万円を計上しました。
特に、物価高騰や深刻な人手不足など、中小企業の抱える喫緊の課題に対して、総合的なパッケー

ジによる支援を行い、中小企業の労働生産性向上とそれを原資とした賃上げという好循環を実現し、
地域経済の持続的な発展を図ります。
以下、概要を紹介します。(注： は新規事業）

結果を分析することで、実用化に向けた改善を行い、介護
ロボットの開発を促進する。

⑤ロボット実装促進事業費� 　　　　１億6,500万円
　ロボットの実用化と普及を促進するため、ロボット実装
促進センターにおいて、施設とロボットのマッチングおよ
び実装をワンストップで支援する。併せて、より現場のニー
ズに即したロボットの開発・改良を支援する。

⑥ ロボット企業交流拠点事業費�� １億円
　企業間交流とロボットの普及を促進するため、特区内に、
ロボット企業や地域の住民等が利用できる交流拠点を設置
し、企業向け商談会を開催するとともに、来場者向けにロ
ボットに触れる機会を提供する。

⑦最先端技術活用ロボット普及啓発事業費� 2,000万円
　県民や産業界に向けて、特区発ロボットを身近に体験で
きる機会を創出するため、ARやVR等の最先端技術を活用
した普及啓発を行う。

⑧イノベーション人材交流拠点事業費� 4,253万円
　次世代のベンチャー企業の担い手を育成するため、
「HATSU鎌倉」など県内３カ所の起業家創出拠点におい
て、起業準備者に対して起業に向けた相談や実践的なプロ
グラム、先輩起業家との交流機会を提供する。

⑨一部 スタートアップ支援事業費� 4,061万円
　育成期ベンチャー企業の成長を促進するため、社会課題
解決型ベンチャー企業を対象に講座を開催するとともに、
有望なベンチャー企業に対して半年間の伴走型集中支援を
行う。また、新たに起業直後のベンチャー企業を対象とし
た短期集中支援を実施する。

⑩成長期ベンチャー交流拠点事業費� 8,852万円
　ベンチャー企業の成長を加速させるため、成長促進拠点
「SHINみなとみらい」を運営し、ベンチャー企業と大企業
の事業連携を促進する。また、他の支援拠点や市町村等と
形成した支援ネットワークを活用し、有望なベンチャー企
業の発掘と成長段階に応じた支援を行う。

⑪成長期ベンチャー支援事業費� 　6,000万円
　ベンチャー企業の成長を加速させるため、デジタル、未
病、SDGs等の県の重要施策と関連し、社会課題の解決
に資する新たなサービス等の開発・実証に取り組むベン
チャー企業を支援する。

⑫脱炭素推進ベンチャー支援事業費� 4,767万円
　ベンチャー企業による脱炭素化の取り組みを促進するた
め、脱炭素の推進に資する新たなサービス等の開発・実証
に対して支援を行う。

⑬一部 産業技術総合研究所交付金� 29億8,126万円
　県内企業が持つ技術的課題の解決や新技術・製品の開発
等の支援に加え、脱炭素社会の実現に向けた新たな研究開
発や製造業における生成AI等の活用促進に取り組む地方

介護等を両立できる職場環境の整備や、男性の育児休業取
得促進に取り組む中小企業に対して奨励金を交付する。

⑭ 人手不足業種就業支援事業費� 4,210万円
　企業の人材確保を支援するため、企業の採用力を強化す
るセミナーや人手不足業種への理解を深めるセミナーを実
施し、相互理解が進んだ状態で面接会を開催する。

⑮事業協同組合物流効率化対応費補助
　【５年度12月補正予算】� （5,500万円）
　「物流の2024年問題」への対応が遅れている中小企業者
で組織する事業協同組合を支援するため、物流効率化に資
する設備を導入する経費等に対して神奈川県中小企業団体
中央会を通じて補助する。

⑯中小企業団体中央会補助金� 　　　２億5,961万円
　中小企業の組織化の推進、連携の支援や中小企業団体の
育成・指導を促進するため、中小企業団体中央会が行う中
小企業組合等の指導・支援事業に対して補助する。

⑰経営支援事業費補助・神奈川産業振興センター事業費補助
� 23億7,152万円
　中小企業の経営基盤の強化や創業および新分野進出促進
を図るため、商工会・商工会議所が行う経営支援事業、地
域活性化事業の実施に必要な経費および公益財団法人神奈
川産業振興センターが行う中小企業支援施策に要する経費
に対して補助する。

⑱神奈川産業振興センター事業費補助（フォローアップ・未病）
� 2,203万円
　ビジネスモデル転換事業の補助事業者をフォローアップ
するための専門家派遣や、経営状況が下降する前にその兆
しに気づき、早期に必要な対策（企業経営の未病改善）を
講じてもらうため、公益財団法人神奈川産業振興センター
が支援する事業に対して補助する。

Ⅱ　成長産業の創出・育成

① ドローン開発支援事業費� �5,014万円
　特区発ドローンの実用化を促進するため、県内産業が抱
える課題の解決に資するドローンの開発・実証を支援する。

②中小企業ロボット産業参入促進事業費� 2,500万円
　支援機関職員がロボット開発企業と部品製造企業等の受
発注マッチングを効率的に行い、県内中小企業のロボット
産業への参入を促進するため、データベースを構築する。

③ロボット産業参入促進事業費� 　　　　　648万円
　県内中小企業のロボット産業への参入を促すとともに、
生活支援ロボットの早期実用化を図るため、企業間の交流
やマッチングを促進する。

④ 介護ロボット実用化促進事業費� 　　　　�２億円
　介護施設、在宅介護が抱える課題を解決するため、介護
に適したロボットの実証及び効果検証を行う。また、実証
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③中高年齢者雇用対策費� 6,841万円
中高年齢者の多様な働き方を支援するため、「シニア・

ジョブスタイル・かながわ」において、就職情報・職業訓
練情報の提供を行い、キャリアカウンセリングを実施する
とともに、再就職支援セミナーを実施する。

④女性就業支援事業費� 1,814万円
女性の就業を支援するため、「かながわ女性キャリアカ

ウンセリング相談室」において、キャリアカウンセリング
を実施するとともに、就職支援セミナー等を実施する。

⑤ 障害者就労推進費� 2,964万円
企業、障がい者および就労支援機関に対して、マッチン
グの機会等を提供するため、雇用を前提としない体験実習
や、LINEを活用した就労支援情報のプッシュ配信を行う。
また、企業におけるテレワーク雇用を伴走支援するととも
に、障がい特性に合わせたコミュニケーションツールの導
入に対して補助する。

⑥障害者雇用対策費� 2,523万円
障がい者の雇用と職場定着を促進するため、中小企業を
対象とした個別訪問や出前講座により相談支援等を実施す
る。また、企業や障がい者就労支援機関を対象としたフォー
ラムや研修のほか、特例子会社の設立に関する補助等を行
う。

⑦総合職業技術校における職業訓練の推進� ２億689万円
求職者の技能習得と企業等の人材育成を支援するため、

東西２校の総合職業技術校において､ 若者や離転職者を対
象に就職に必要となる技術等を習得するための訓練を実施
する｡

⑧高度職業訓練の推進� 9,681万円
産業技術短期大学校（横浜市旭区中尾）の東キャンパス

において、中小企業等に必要とされている実践技術者を育
成するため、高度な職業訓練を実施する。

⑨在職者訓練の推進　� 7,886万円
総合職業技術校等において、企業等の在職者を対象にス
キルアップを図る訓練と、中堅、若手の技術・技能者を対
象に高度熟練技能の継承を支援する訓練を実施する。

⑩神奈川なでしこブランド事業費� 593万円
女性が開発に貢献した商品を「神奈川なでしこブランド」
として認定し、その結果を戦略的にPRすることで、企業
や県民に対して女性の登用・活躍の効果を分かりやすく周
知し、企業における女性の登用・活躍を進める自主的な取
り組みを促す。

独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所に対し、運営
費を交付する。

Ⅲ　企業誘致などによる産業集積と海外との経済交流の促進

① セレクト神奈川ＮＥＸＴ第２ステージ補助金� 1,000万円
市場の創出や拡大が見込まれる成長産業の企業等の立地

の促進と、高度な産業集積の維持・発展を図るため、現行の
企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」を拡充し、県内に立
地する企業の土地・建物・設備への投資に対して補助する。

②セレクト神奈川ＮＥＸＴ補助金　� 10億8,000万円
｢神奈川県企業誘致施策｣の企業立地促進補助金により､
県内に立地する企業の土地・建物・設備への投資に対して
補助する。

③ セレクト神奈川ＮＥＸＴ第２ステージ融資事業費補助
　1,777万円

　県外・国外から立地する中小企業者等および生産施設の
拡張を伴う設備投資を行う県内中小企業者等に対して低利
融資を行うため、セレクト神奈川ＮＥＸＴ第２ステージ融
資事業の取扱金融機関に対して補助する。

④セレクト神奈川融資事業費補助� �　５億2,797万円
県外・国外から立地する中小企業者等および生産施設の

拡張を伴う設備投資を行う県内中小企業者等に対して低利
融資を行うため、企業立地促進融資および企業誘致促進融資
の取扱金融機関に対して補助する（セレクト神奈川ＮＥＸＴ・
セレクト神奈川１００）。

⑤企業誘致促進賃料補助金� 　　　　　　1,469万円
多様な立地形態に合わせた支援を行うため、県外から立
地する企業や外国企業の運営拠点に係る賃料に対して補助
する。

⑥一部 中小企業海外展開支援事業費� 1,013万円
海外展開を図る中小企業・小規模企業に対し、進出ニー
ズの高い国・地域の投資環境に関するセミナー等を開催す
るとともに、新たに海外の食品バイヤーを招へいし、県内
で商談会を開催する。

Ⅳ　労働施策の推進

①若年者雇用対策費� 5,488万円
若者の就職を支援するため、「かながわ若者就職支援セ

ンター」において、就職情報・職業訓練情報の提供を行い、
キャリアカウンセリングを実施するとともに、中小企業等
での実践的な職場体験を実施する。

②地域就職氷河期世代支援加速化交付金事業費
１億3,180万円

就職氷河期世代を対象に、かながわジョブテラスを開講し、
就職活動の基礎から実践まで体系的に学べる実習型プログラ
ムを提供するとともに、合同就職面接会を開催し、就職氷河
期世代の採用に意欲的な企業等への就業を支援する。

主要事業 担当グループ TEL

Ⅰ

①② 中小企業支援課中小企業支援グループ 045（210）5556

③ 産業振興課技術開発グループ 045（210）5640

④⑥ 金融課融資グループ 045（210）5677

⑤ 金融課資金貸付グループ 045（210）5681

⑦ 商業流通課商業まちづくりグループ 045（210）5612

⑧⑪⑯⑰⑱ 中小企業支援課団体指導グループ 045（285）0747

⑨⑬ 雇用労政課労政グループ 045（210）5739

⑩ 産業人材課職業能力開発グループ 045（210）5715

⑫ 産業人材課調整グループ 045（210）5705

⑭ 雇用労政課雇用対策グループ 045（210）5744

⑮ 商業流通課流通企画グループ 045（210）5605

Ⅱ

①②③④⑤⑥⑦ 産業振興課さがみロボット産業特区グループ 045（210）5650

⑧⑨⑩⑪⑫ 産業振興課新産業振興グループ 045（210）5639

⑬ 産業振興課技術開発グループ 045（210）5640

Ⅲ

①②⑤ 企業誘致・国際ビジネス課企業誘致グループ 045（210）5573

③④ 金融課資金貸付グループ 045（210）5681

⑥ 企業誘致・国際ビジネス課国際ビジネスグループ 045（210）5565

Ⅳ

①②③④⑩ 雇用労政課雇用対策グループ 045（210）5744

⑤⑥ 雇用労政課障害者雇用促進グループ 045（210）5871

⑦⑧⑨ 産業人材課職業能力開発グループ 045（210）5713

問い合わせ　　
これまでにご紹介した主要事業についてのお問い合わせは、次の電話番号へ直接おかけください。

神奈川県中小企業制度融資とは、中小企業者の皆さまが県内で行う事業活動に必要な資金を円滑に
調達できるよう、神奈川県・神奈川県信用保証協会・金融機関の三者が連携して支援する制度です。
県が金融機関の貸付原資の一部を負担することで、長期・固定・低利な融資を実現しています。

≪令和６年度のポイント≫

※ 詳しくは県のホームページをご覧ください。
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m6c/cnt/f5782/

融資名 ポイント

小口零細企業保証資金 保証料補助を拡充したミニ枠を設け小規模事業者の円滑な資金調達を支援します

脱炭素（カーボンニュートラル）促進融資、
生産性向上支援融資

令和５年度に引き続き信用保証料補助や融資利率の引下げを行い、脱炭素に取り組む中
小企業者等を支援します

事業振興融資 設備資金の融資期間を15年以内、運転・設備資金の据置期間を１年以内に拡充し、中小
企業者等の資金繰りを幅広く支援します

神奈川県中小企業制度融資
中小企業者の皆さまの資金繰りを支援します

県�金融課（金融相談窓口）　TEL�045（210）5695

資金支援

神奈川県　制度融資 検索
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不確実で混沌とした社会情勢下で、企業ブランド力を向上させながら新
たなビジネスモデルを構築することが重要となっています。このような
状況の中、KISTECではデザインを活用したロボット・DX・生成AI等、
次世代を担う新事業・新サービス・新商品創出に向けた支援を行ってい
ます。
KISTECのリソースを活用して新たな視点や情報を取り入れ、成長のチャ
ンスを創りたい中小企業の皆さまのご利用をお待ちしております。
【支援内容】
・ 支援企業とデザイン事業者をマッチングし、デザイン、知財、開発の

総合支援を実施
・ デザイン開発費（最大200万円以内）、または生成AI等に関わる開発費
（最大1,000万円）の負担等
【令和６年度の募集】
令和６年度のスケジュール（予定）は以下の通りです。
・支援テーマ募集期間：４月８日（月）～５月７日（火）
・デザイン事業者等マッチング：５月下旬～６月中旬
・デザイン等プロポーザル募集：６月中旬～７月中旬
・審査会：８月上旬

支援事例

第27回神奈川県商業従業者
海外派遣団（ドイツ・Stadt Freising）

生産性向上に資する設備導入等に対して支援します！
中小企業生産性向上促進事業費補助金

第28回神奈川県商業従事者海外派遣団員を募集します

2028年３月末まで延長　「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」
県企業誘致施策−設備投資を補助金等で支援−

県�中小企業支援課　問合せ先はホームページをご覧ください

県�商業流通課　TEL�045（210）5612

県�企業誘致・国際ビジネス課　　　　　TEL�045（210）5573
県�金融課（企業立地促進融資について）　TEL�045（210）5681

補助金

海外派遣

企業誘致

（地独）神奈川県立産業技術総合研究所　
事業化支援部　事業化促進・デザイングループ
海老名市下今泉705-1　TEL 046（236）1500（代表） https://biz.kistec.jp/e_mail_consul/お気軽にご相談ください

次世代事業創出デザイン支援事業のご紹介
KISTEC（事業化支援部）の支援事業紹介
中小企業のデザイン経営・新事業創出に向けた開発を伴走支援します

技術相談窓口

県内中小企業者等が生産性向上や人手不足の解消に資する設備の導入等に係る費用を
補助しますので、ぜひご活用ください。
ア）対象事業者　　県内の事業所で事業を実施する中小企業者等
イ）対象事業　　　生産性向上や業務プロセスの改善等につながる取り組み
ウ）補助率、上限　1/2、2/3（小規模事業者）、500万円（下限額は25万円）
エ）募集期間　　　４月１日（月）～５月31日（金）
詳しくは、県ホームページをご覧ください。
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jf2/seisansei/r6.html

県と公益財団法人はまぎん産業文化振興財団では、国際的視野に立つ商業従業者
を育成するため、県内の商業（卸売業、小売業、飲食業）などに従事する方をヨーロッ
パへ派遣します。ご応募お待ちしています。
■派遣期間　11月初旬～中旬（８日間）
■派 遣 先　ヨーロッパの２カ国３都市程度
　　　　　　（派遣団員の希望を考慮して決定します）
■視察内容　魅力ある街づくり事例、専門店や商業施設等の視察
■費　　用　11万円
■申込期間　４月１日（月）～５月15日（水）
※ 応募資格や申込方法等の詳細は、県ホームページをご覧ください
　 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m2w/kaigaihaken/bosyu.html

県では、県内に事業所等を新設・再投資する中小企業等の皆さまを支援しています。
活用に当たっては、対象産業・業種等の要件がありますので、問合せ先までご相談
ください。
①企�業立地促進補助金　土地・建物・設備への投資額の一定割合（最大10億円）を

補助します。
②税制措置　不動産取得税の２分の１を軽減します。
③企業立地促進融資　金融機関からの融資を通常よりも低利で受けられます。
④企業誘致促進賃料補助金　賃料月額の３分の１（上限600万円）を補助します。
※ 詳細は問合せ先までお尋ねください  　※ 特区等活用の場合、優遇措置あり

県所管（政令市除く） 排出事業場の所在地

地
域
県
政
総
合
セ
ン
タ
ー

横須賀三浦 鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町

県央 厚木市、大和市、海老名市、座間市、
綾瀬市、愛川町、清川村

湘南 平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、
伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町

県西
小田原市、南足柄市、中井町、大井町、
松田町、山北町、開成町、箱根町、
真鶴町、湯河原町

産業廃棄物を委託処理し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）
を交付した全ての排出事業者は、６月30日（日）までに前年度

（2023年４月１日から2024年３月31日までの１年間）の交付
状況を、事業所の所在地を管轄する県または政令市へ提出し
てください。
なお、電子マニフェストを利用している場合は、報告不要です。

産業廃棄物管理票交付等�
状況報告について
６月30日までに提出してください

県�資源循環推進課　TEL�045（210）4159

産業廃棄物

神奈川県　マニフェスト報告 検索

総合職業技術校では、未経験分野のスキルを新たに習得する
ための一連のカリキュラムをセットで受講できるリスキリン
グ講座を実施しています。
【リスキリング�セミナー例】
第二種電気工事士、ITリテラシー、建築製図、
建築設備メンテナンス

スキルアップセミナー�
（在職者訓練）
リスキリング講座を拡大します

県�産業人材課　TEL�045（210）5715

講習会

スキルアップ　神奈川 検索

ロゴの刷新
カプセルトイマシン

支援企業：（株）タシロ
ベンチャー型町工場の新
規事業創出に係るブラン
ド構築に向けたデザイン
開発
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新メンバー紹介！

　神奈川県よろず支援拠点は、相談者の皆さまのお話をよく「聴き」、課題を「発見」、
そして「知恵」を絞って解決策を「提案」します。さまざまな分野の専門家が在籍し
ていますので、どんなご相談にも対応します。ぜひお気軽にお電話ください。

４月より新たなコーディネーターが神奈川県よろず支援拠点に参画します。
皆さまの経営課題に真摯に対応していく各分野のエキスパートです！

よろず支援拠点

「よろず支援拠点」は、国が全国47都道府県に設置している無料の経営相談所です。中小企業・小規模事業者、
NPO法人・一般社団法人・社会福祉法人等の中小企業・小規模事業者に類する方、創業予定の方の売上拡大や経営改善など、

経営上のあらゆるお悩みの相談に対応しています。

神奈川県よろず支援拠点　TEL 045（633）5071

経営改善支援、事業化支援、DX推進、
業務効率・品質改善、人財組織改善

得意分野

離島めぐりが好きで毎年沖縄の離島で沖縄料
理と海を満喫しています。ただし泳げないの
で水面で遊ぶのみです

趣味・特技

案ずるより産むが易し

座右の銘

事業者さまのさまざまな課題に対し、事業者
さまと一緒になって解決策を考えるだけでな
く、成果が出るよう誠心誠意フォローさせて
いただきます

よろず支援拠点での抱負

中小企業診断士、
食品メーカー出身

コーディネーター
門馬 秀憲
もんま ひでのり

中小企業診断士、
事業承継マネージャー、
システムエンジニア出身

コーディネーター
斎藤 優子
さいとう ゆうこ

経営改善、新規事業、補助金活用、財務、
企業間マッチング

得意分野

早朝散歩で、日の出や富士山を見るのを楽し
みにしています。素晴らしい景色の神奈川県
が大好きです

趣味・特技

一燈照隅 万燈照国

座右の銘

経営者の皆さまに「相談に来て良かった」と
思っていただけるよう、しっかりとお話をお
伺いし、経営改善策の実行を伴走支援いたし
ます

よろず支援拠点での抱負

地
道
な
改
善
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

不
屈
の
伴
走
支
援

神奈川がんばる企業2023エース神奈川がんばる企業2023エース
株式会社クラタ

今回は

当社は、主に官公庁向けに一般のガソリン車両
をベースに警察車両や道路公団車両、消防車両
などの特殊改造を行う特装会社です。現状、パ
トカーなどの特殊車両は、ほぼ100%ガソリン車
をベースに特装されています。しかし、2050年
カーボンニュートラルの実現に向けて、官公庁
もEV車への切り替えを進めていく方針が出され
ており、当社はパトカーなどの特殊車両をEV車
で特装することに挑戦しました。

エース企業に認定された貴社の独自の取り組みを、
ここで存分に自慢してください！

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、
我々が特装のベースとする車業界の車両もEV
化が進みます。
しかし、現状のEV車、燃料電池車では追加機
能を動作させるための電力に余力が無いこと
が課題であり、いち早くこの課題に取り組む
ことで今後EV車による特装が増加し、温暖化
問題等含め大きく社会に貢献することができ
ると考えたからです。

取り組んだきっかけは何でしょうか？
背景に、何か問題意識があったのですか

車両に新たな機能を追加する場合必ず電気を必要とするた
め、お客さまの運用から追加機能を検討し、いかに電気を消
費しない回路構成とするかの検討に時間を要しました。

EV車両をベースとしたパトカーの製造は機能的に
高い課題があり、その課題を解決する方策を検討
することによって社内に新たな技術に取り組む姿
勢が生まれたと感じています。

認定された感想、反響を教えてください

製造業
会社概要
創業：1999 年
代表取締役：加瀬 隆宏
本社所在地：横浜市保土ヶ谷区岡沢町365
https://www.kurata-co.jp/

『運命を拓く』 
　　中村 天風（著）

社長が刺激を受けた本

架装中の作業車

取り組みされる中で、
最もご苦労された点は？

新工場とベース車両

おまけ
情報
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編集／発行

公益財団法人 神奈川産業振興センター（KIP）
Kanagawa Industrial Promotion Center
横浜市中区尾上町5-80 神奈川中小企業センタービル
TEL 045（633）5101　　FAX 045（633）5018

KIPは、
かながわSDGsパートナーです

編 集
後 記

いい経営

いい相談

には

DXも、カーボンニュートラルも、事業再構築も、事業承継も。
経営のことはチームＫＩＰとカイケツ！

K I P

経営相談事例

KIPみんなの
相談室 今月の相談者

きっぷ姫
中小企業診断士

相模の国出身。中小企業者の
お悩みに寄り添い、年間600
件の相談に当たる。
好きな言葉は「秘密厳守」

創業新事業課　TEL 045（633）5203

プログラミング教室
（３百万円（自己資金））

［相談内容］ 
　IT関連企業のシステムエンジニア
として勤務してきましたが、子ども
向けのプログラミング教室を起業し
たいと考えています。勤務時代に蓄
えた資金はありますが、創業融資の
借り入れを検討しています。金融機
関に相談に行く前に事業計画書を作
成した方がよいと聞いたのですが、
どのように作成したらいいか、何か
ら始めていいかわかりません。

［姫の所見］ 
　まずは、市場調査とコンセプトを
明確にしましょう。どこのエリアで、
どのようなニーズを持つターゲット
（どの年齢層？ 例えば「ゲーム好きの
小学生低学年」）に対し、どのような
コンテンツを提供し、どのような価
値を得てもらうのか、具体的にイメー
ジし、言語化します。事業計画策定
に着手するのはその後です。
　事業計画書は「根拠」がポイントで
す。事業化に必要な生徒数はいつま

でにどう集客するのか、その見通し
はどうか（実現可能性）、価格の妥当
性もあわせて根拠が必要です。数値
化すれば、収益化に必要な生徒数や
金額を説明できます。その際には、
計画に実現可能性があるかが肝とな
ります。
　第三者のアドバイスを受け
たい時は、公的機関の創業相
談などを活用することで計
画をブラッシュアップして
いくこともできます。

事業計画は必要？ 何から始めたらいい？

【  創業  】

中小企業サポートかながわ

4第276号 2024年４月5日発行
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KIPの経営アシスト一覧

　新しい年度が始まって１ヶ月。ひさしぶ
りに新１年生がいる我が家では小学校に慣
れるまでしばらくバタバタした生活が続き
そうです。（きさ）

令和６年 １- ３月期 中小企業景気動向調査
業況DIは1.0ポイント低下
一般機械・輸送用機械が大幅に低下

　今回の総合の業況DIは、前期比1.0ポイン
ト低下の▲26.3となりました。前期の3カ月

後見込（▲26.9）より0.6ポイントの上昇となりました。経営状況では、
前回上昇した「売上」が再び低下し、総合で前期比13.6ポイント低下の
▲20.4となりました。業種別の業況DIでは、製造業は同6.7ポイント低
下の▲31.6で、前期見込（▲24.4）より7.2ポイント低下しました。特に、
一般機械は前期比11.0ポイント低下の▲29.5、輸送用機械が同11.8ポ
イント低下の▲30.0と大幅に低下しました。建設業の業況DIは同1.6ポ
イント低下の▲2.4となり、前期見込（▲6.8）を上回りました。商業・サー
ビス業は同2.6ポイント上昇の▲28.4になりました。今後の総合の業況
DIでは、３カ月後、半年後いずれも厳しいながら、上昇を見込んでい
ます。
　＊ 調査結果の詳細はホームページに掲載しています

 ●企画広報課 TEL 045（633）5101

調査結果
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業況DIの推移

■建設業

総合
▲商業・サービス業
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製造業●

調
査
概
要

・調査期間（時期）	：令和６年	１- ３月期（同年２月）
・回　答　数	（率）	：1,002社（50.1％）
・調　査　対　象	：県内中小企業2,000社（製造業550社、建設業250社、商業・サービス業1,200社）
・分　析　方　法	：DI（Diffusion	Index）※による分析
　　※	業況等について、「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答した企業の割合を引いた数値
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